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雇用形態、性、年齢階級別賃金格差

（平成27年賃金構造基本統計調査より）



はじめに
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雇用形態間賃金格差

（平成27年賃金構造基本統計調査より）



ニッポン一億総活躍プラン（一億プラン）とは
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はじめに － ニッポン１億総活躍プラン －
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非正規雇用に関する法整備
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高齢者雇用安定法の改正 （2012年）

労働契約法の成立、改正 （2007年、2012年）

パートタイム労働法の改正 （2007年、2015年）

労働者派遣法の改正 （2012年、2015年）

同一労働同一賃金推進法の成立 （2015年）



均等均衡処遇をめぐる裁判例
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ニヤクコーポレーション事件 （大分地裁 平25.12.10判決）

ハマキョウレックス事件 （大阪高裁 平28.7.13判決）

長澤運輸事件 （東京地裁 平28.5.13判決）

※正規労働者と非正規労働者の待遇格差は法的に救済され
るべきか、救済されるとした場合その根拠と内容はどのような
ものとなるのかについて、「判例」といえるような最高裁判所の
判断がないまま、裁判所の立場はなお定まっていない。



日欧の同一労働同一賃金制度の比較

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 8



欧州と日本の人事制度の違い

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 9



日本型同一労働同一賃金のあり方

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 10



ガイドラインの策定と活用（経団連の例示）

企業による自主点検の対象となる例

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 11

項目 自主点検の対象となるケース

〇役職手当（店長手当等）、特殊作業手当（高圧・高所作業、高
熱職場作業、雨天屋外作業等の手当）

正規従業員と非正規従業員がまったく同じ役職・特殊作業、人材活
用であるにもかかわらず、非正規従業員という理由だけで役職手
当・特殊作業手当などの手当を一切支給しない場合。

〇業務の習熟度合いに応じた処遇改善

非正規従業員の習熟度合いが高まったにもかかわらず、習熟に対
する何らかの処遇改善（時給引上げ、昇給、昇格、賞与・一時金へ
の反映等）を行わないこと、あるいは正社員等の登用機会を与えな
い場合。
＊注：賃金に反映するほど習熟度合いが高まらない場合は、この
限りでない。

〇非正規従業員に業績向上を期待する場合の賞与・一時金

非正規従業員という理由だけで、一切支給しない場合。
＊注：非正規従業員に対し、別途個人業績や組織業績に対する歩
合・手当等を支払う場合や、個人業績や組織業績の向上ではなく
定型的画一的業務の完遂を期待する場合は、この限りでない。

〇現在の業務に必要な教育訓練 非正規従業員という理由だけで教育訓練を実施しない場合。



ガイドラインの策定と活用（経団連の例示）

見直しや代替措置を検討することが特に望まれる例

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 12

項目 自主点検の対象となるケース

〇安全管理
・ヘルメット、安全靴、擦り傷などを防止するための作業服、滑
りやすい場所でのゴム靴など安全保護具の提供、腰痛防止な
どの防止策、熱中症防止策の措置・手袋、マスク、消毒液使用
・安全管理教育の実施

非正規従業員という理由だけで安全管理に必要な道具や教育訓練の機会を提供しない場
合。

〇通勤手当、出張旅費（実費分）
非正規従業員という理由だけで正規従業員と差を設ける場合。
＊注：通勤手当は、徒歩など公共交通機関の利用を前提としないことを募集の際の条件とし
ている場合等は除く

〇食堂の利用、休憩室の利用、更衣室の利用
非正規従業員という理由だけで正規従業員と差を設ける場合。
＊注：キャパシティの関係で、対応が困難な場合等は除くが、その際は代替措置の検討が望
まれる

〇食事手当 非正規従業員という理由だけで非正規従業員に一切支給しない場合。

〇慶弔休暇
非正規従業員という理由だけで非正規従業員に一切付与しない場合。
＊注：有給・無給を問わない
＊注：更新を予定していない短期の労働契約、所定労働時間・日数が短い場合などは除く

〇夏季休暇の日数
非正規従業員という理由だけで非正規従業員に一切付与しない場合。
＊注：有給・無給を問わない
＊注：更新を予定していない短期の労働契約、所定労働時間・日数が短い場合などは除く



労契法、パート労働法、派遣法一括改正の検討

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 13

待遇差に関する使用者の説明義務

不合理な待遇差に関する司法判断の根拠規定の整備

司法判断の根拠規定としては、すでに労働契約法第20条、パートタイム労働法第8条がある。論点としては、

その内容、とりわけ現行の不合理性の要件を、合理性要件へ変更し、企業に合理性の立証責任を課すか

否かである。

欧州諸国で法定されている「合理的と認められるものでなければならない」という規定（合理性要件）は、

労働契約法第20条などの「不合理と認められるものであってはならない」という規定（不合理性要件）と、

法律上の意味合いが大きく異なる。

裁判官の心証 合理性が認められる
不合理とまでは
認められない

不合理と認められる

不合理性要件 適法 適法 違法

合理性要件 適法 違法 違法



立証責任が課せられた時の仕事の分離イメージ

出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 14
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均衡処遇の考え方
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均衡・均等処遇と雇用形態（社員区分）
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雇用形態（社員区分）と限定内容を明確にする
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パートタイマー
アルバイト

準社員
（契約社員）

嘱託社員
（定年再雇用者）

限定正社員
（一般職型）

正社員
（専門職型）

正社員
（総合職型）

　  期間の定め 有 有 有 無 無 無

① 職務制限 有 有 有 有 有 無

② 勤務地制限 有 有 有 有 無 無

③ 時間限定 有・無 有・無 無 無 無 無

非正規社員 正規社員

転換・登用



非正規社員等の60歳定年設定の合理性
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

　60歳定年 65歳到達（退職）

↓
有期契約にて再雇用

準社員 準社員 準社員（嘱託社員）

有期契約 無期契約 有期契約

入社 無期雇用に転換

定年到達による職務内容・責任、および賃金等の見直しが無い場合の
６０歳時点の定年制度の意味合いとは？



はじめに － ニッポン１億総活躍プラン －
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はじめに － ニッポン１億総活躍プラン －
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出典：経団連資料 社会保険労務士法人 大野事務所 21
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おわりに

同一労働同一賃金の導入のためには、「正規・非正規の待遇格

差是正」に加え、「職能給から職務給への転換」という給与体系

に関する大きな壁を超える必要がある。また、制度変更を行なう

際の不利益変更の問題も大きな壁となっており、法の仕組みそ

のものを変えていく必要があると言える。

ご清聴ありがとうございました。


